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要   旨  
 
  本稿は、WLB 施策が職場生産性にプラスに影響したとする企業の人事管理を日本と海外 4 カ国（イギ
リス、オランダ、スウェーデン、ドイツ）で比較し、わが国の WLB 推進に向けた課題を人事管理の観点
から明らかにすることを目的とする。その結果、以下のことが明らかになった。 
  第一に、海外 4 カ国のインセンティブ・システムは、職務遂行能力、個人の業績、職務の内容、組織の
業績などがバランスよく配分された体系であるのに対し、日本企業では、給与や賞与に占める年齢、個人
の業績の比重が他の項目に比べて高く偏りがあることが明らかになった。 
  第二に、海外 4 カ国では、正社員以外の社員（派遣労働者を含む）の人事権は職場が持つ傾向が強い一
方、日本は正社員、正社員以外の社員のいずれも人事部が持つ企業が多い。こうした人事権を人事部に集
中させることは、需要量の変化や職場環境の変化にタイムリーに対応することを阻害する危険がある。 




  第四に、海外 4 カ国では女性の管理職比率が高い企業で、WLB の職場生産性への評価も高いことが分
かった。 つまり、 ダイバシティ・マネジメントの推進と WLB の実現は両者が補完的な関係にあるといえ、
先行研究の結果を確認する結果となった。 



















































させる可能性がある。そうであるならば、すでに WLB の取組みが進む海外諸国、具体的には EU 諸
国の企業における人事管理システムと日本のそれを比較することは、日本企業の WLB 推進における
                                                  
1  本稿においては、 「WLB 関連制度」は休業や短時間勤務などの柔軟な働き方に関する制度を指し、 「WLB 施策」は
WLB 関連制度に加え、WLB 推進のための担当部署の設置なども含んだ取組みを指している。 
2  Eaton(2003)、内閣府(2005)、電機連合(2007)、東京大学(2009)・(2010） 
3  佐藤厚(2008）も長時間労働の是正に関して、１階部分を仕事管理など職場マネジメントの適正な実行とたとえ、そ
の上（２階部分）に時間制度の多元化があるとしている。 
4  これについては、守島(2010）も指摘している。 
5  組織における人事情報の処理とその決定システムを指す。 
6  いわゆる、コア人材の人事部個別管理とそれ以外の社員を対象とした社内公募制度、社内 FA 制度、キャリア・カ
ウンセリングの導入・拡充を指す。 










  本稿の構成は次のようになる。 次節では分析に使用するデータを説明し、 日本と海外 4 カ国の WLB
施策の取組み状況やそれらが職場生産性へ与えた影響を考察する。その上で、職場生産性への影響別
に両者のインセンティブ・システム、人事権の所在、正社員以外の社員の仕事内容や処遇に関する特








2-1.  使用データについて 
 



















                                                  
8  日本を対象とした調査は2009年10月、 海外4カ国については2009年12月から2010年1月にかけて実施された。 














   
  まず、各 WLB 施策の取組み状況についてわが国と海外 4 カ国の違いを概観する
11。 
  本調査の企業調査票では、柔軟な働き方に関する制度や WLB 推進のための取組み（具体的には、
方針の明確化や推進組織の設置など）の有無をたずねているが、国内調査と海外調査では設問内容が
若干異なることから、両者を比較できる 6 つの制度・取組みについて考察する。 
  日本は、法を上回る育児休業制度、法を上回る介護休業制度、フレックスタイム制度、WLB の取
組みの導入割合は 2 割から 3 割程度あり、前述の 3 つの WLB 関連制度については、一緒に導入して
いると推測できる。しかし、全体的に各制度の導入率は海外 4 カ国に比べて低く、在宅勤務制度、裁
量労働制については、海外 4 カ国では約 6 割あるのに対し、日本では 1 割にも満たない。フレックス
タイム制度についても、 海外 4 カ国では 72.3%であるのに対し、 日本は 24.4％となっている。 日本は、
育児や介護の休業制度については一定の整備が進んでいるが、働く時間や場所に関する柔軟な働き方
の制度の導入については、海外 4 カ国に比べて限定的であるといえる。なお、そういったなかでも




する割合が海外 4 カ国に比べて少なく、 「マイナスの影響」と回答する割合が高い。特に、法を上回
る育児休業制度や介護休業制度に対しては、日本はプラスの影響があったとするよりもマイナスの影
響があったと回答する傾向が強い。たとえば、法を上回る育児休業についてみると、日本では「プラ
スの影響」が 12.5％であるのに対し、海外 4 カ国では 24.0％と 2 倍以上となっている。 「マイナスの
影響」については、日本では 28.5％、海外 4 カ国では 2.0％となっている。この結果は、日本では海
外 4 カ国に比べ、従業員の長期休業取得において職場に大きな負荷がかかっている可能性を指摘でき
る。一方、フレックスタイム制度、在宅勤務制度、裁量労働制など働く時間や場所に柔軟性を持たせ
る制度については、日本は海外 4 カ国に比べて「プラスの影響」と回答する割合は小さいが、 「マイ
ナスの影響」の割合はほぼ同程度となっている。しかし、 「影響はない」は日本は全ての制度に対し
て高く、制度導入率が高い育児休業や介護休業、フレックスタイム制度に対しては 4 割以上となって
                                                  
11  本調査では、WLB への取組み姿勢や積極性をたずねており、本来はそれらについてわが国と海外 4 カ国の違いを
見たうえで各 WLB 関連施策の取組み状況を考察すべきであるが、武石（2010）が本稿と同じデータを活用しこれら









図表 1 各 WLB 施 策 の 導 入 ・ 取 組 み 状 況          図 表 2  WLB 施策の職場生産性への影響： プラスの影響 
 
 
図表 3  WLB 施策の職場生産性への影響： マイナスの影響        図表 4  WLB 施策の職場生産性への影響： 影響なし 






























































































2-3.  WLB 施策以外の人事管理の状況：職場生産性への効果の違いによる国際比較 
 
  WLB 施策の職場生産性への影響別に日本と海外 4 カ国の人事管理の違いを考察する。 








がある。本稿では、前述の 2－2 で取り上げた WLB 施策があり、かつそれらが職場生産性へ与えた影
響が「プラスの影響」であった場合に 2 点、 「影響なし」に 1 点、 「マイナスの影響」に 0 点をあたえ、
それぞれを足し上げて得点化（以下、職場生産性得点と記す）し、その平均点を基準に「平均以上」
と「平均以下」の 2 グループに分けている。各 WLB 制度の効果を得点化して足し上げる方法とした
理由は、先行研究から WLB 制度は複数の制度を導入した方がより効果があることが明らかにされて
おり
12、 複数の制度の効果を足し上げることが、 当該企業の WLB 制度の総体的効果を的確に示すこと
になると考えるためである。 
  なお、日本は職場生産性得点の平均点が 1.8 点、海外 4 カ国は 5.2 点であったため ( 図表 5)、日本は
2 点以上、海外 4 カ国は 6 点以上を「平均以上」とした。日本と海外 4 カ国の 2 つのグループの割合
は図表 6 のとおりである。以降の分析や考察は、 「平均以上」 、 「平均以下」の 2 つのグループを比較
しながら進めることにしたい。   
 
図表 5  日本と海外 4 カ国の WLB 施策の職場生産性への効果得点状況（高い=プラス効果） 
    ｎ  平均値  最大値  最小値 
全体  1246 3.4 12  0 
日本  675 1.8  8  0 
海外 4 カ国  571 5.2  12  0 
 
図表 6  日本と海外 4 カ国の WLB 施策の職場生産性への効果得点の平均以上と平均以下の状況 
  平均以上  平均以下  合計 
日本(n＝675)  56.6% 43.4%  100.0% 




                                                  





の割合が、日本と海外 4 カ国の「平均以上」と「平均以下」でどのように異なるのかを考察する。 
  企業調査票では、ホワイトカラーの一般社員と部下のいる管理職（課長職クラス）の給与と賞与に
ついて、年齢、勤続年数、個人業績、職務遂行能力、職務内容、組織の業績、個人の仕事への取組み
姿勢、その他の計 8 項目が、全体を 100 としてそれぞれ何割合占めるのかをたずねている。ここでは、
「平均以上」と「平均以下」の各項目の平均値を比較してみる。 
  一般社員の給与についてみると、 日本では職場生産性得点のグループにかかわらず、 「年齢」 が 20％
以上を占め、8 項目の中で最も高い割合となっているが、 「平均以上」では「平均以下」よりもその割
合が若干低い。その他の項目については、 「職務遂行能力」が 20％弱、 「個人業績」が 16％～17％と
なっている。 一方、 海外 4 カ国では給与における 「年齢」 は 5％程度で、 「個人業績」 、 「職務遂行能力」 、
「職務内容」の 3 項目がそれぞれ 17～19％と同程度になっている。このうち、 「職務内容」について
は日本との格差が大きく、日本の「平均以上」が 6.50％であるのに対し、海外 4 カ国は約 2 倍となっ
ている。このことから、日本は年功賃金の傾向が強いこと、職務遂行能力と個人業績が他の項目に比
べて高い割合を占め、全体的に一部の項目に偏重する傾向があるといえる。 
  一般社員の賞与についても、日本では「年齢」が 12～13％を占め、海外 4 カ国の 2 倍以上となって
いるうえ、 「平均以下」ほどその傾向が強くなっている。また、海外 4 カ国では、 「個人業績」が 2 割
強で、他の項目の中で最も高い割合を占めるものの、 「組織の業績」 、 「職務遂行能力」 、 「職務内容」 、
「個人の仕事への取組み姿勢」もそれぞれ 15～18％と同程度あることから、給与のケースと同様に、
全体に多様な要素を取り入れ報酬を決定しているといえる。一方、日本では「個人業績」が 27％前後、
「職務遂行能力」が 15％前後、 「組織の業績」が 14％前後、 「職務内容」が 8％前後となっており、 「個
人業績」の占める割合が他の項目に比べて突出して高いことが分かる。ちなみに、図表では示してい
ないが、企業調査では 25 歳、35 歳、45 歳の給与（諸手当を含む月額）の平均、最高、最低額をそれ











ンティブ・システムに職場連携性を高める要素も加味していく必要があるといえる。 また、 平野 （2006）
は、業績の良い企業ほどインセンティブ・システムが職務を重視し役割等級に移行する傾向があると
主張している。本稿の結果からも、職場生産性得点が平均以上である企業ほど職務内容を重視する傾










年齢 勤続年数 個人業績 職務遂行能力 職務内容 組織の業績 個人の仕事への
取り組み姿勢
その他
合計(n=480) 22.39 12.19 16.59 19.86 9.27 6.45 11.01 2.25
平均以下(n=206) 24.00 11.90 16.16 19.87 8.00 6.38 11.45 2.23
平均以上(n=274) 21.18 12.41 16.91 19.86 10.22 6.50 10.68 2.26
合計(n=568) 5.30 8.81 18.71 18.68 17.58 11.88 15.97 23.88
平均以下(n=294) 5.54 8.79 19.14 18.27 17.85 11.98 15.89 25.76
平均以上(n=274) 5.04 8.84 18.25 19.12 17.29 11.77 16.05 22.64
年齢 勤続年数 個人業績 職務遂行能力 職務内容 組織の業績 個人の仕事への
取り組み姿勢
その他
合計(n=480) 13.03 8.34 27.07 14.92 7.43 13.78 11.52 3.89
平均以下(n=204) 13.56 8.88 27.89 14.38 6.48 12.51 12.24 4.05
平均以上(n=265) 12.63 7.93 26.45 15.33 8.17 14.75 10.97 3.77
合計(n=514) 5.66 6.80 21.72 16.75 13.94 19.15 14.37 34.54
平均以下(n=267) 5.71 6.74 22.73 16.37 13.46 19.96 14.03 29.33
平均以上(n=247) 5.61 6.86 20.63 17.16 14.46 18.27 14.73 37.67
年齢 勤続年数 個人業績 職務遂行能力 職務内容 組織の業績 個人の仕事への
取り組み姿勢
その他
合計(n=476) 15.35 8.54 19.35 20.04 11.98 13.23 8.90 2.60
平均以下(n=206) 16.77 8.08 17.98 21.03 9.98 14.07 9.04 3.06
平均以上(n=270) 14.27 8.90 20.40 19.29 13.51 12.60 8.79 2.24
合計(n=567) 5.15 7.85 18.03 18.69 17.05 14.11 16.23 27.22
平均以下(n=294) 5.47 7.78 18.02 18.20 17.30 14.42 16.09 27.52
平均以上(n=273) 4.80 7.94 18.03 19.21 16.77 13.77 16.38 26.94
年齢 勤続年数 個人業績 職務遂行能力 職務内容 組織の業績 個人の仕事への
取り組み姿勢
その他
合計(n=462) 9.58 6.11 27.37 14.03 8.60 23.05 7.52 3.74
平均以下(n=201) 10.94 5.75 27.45 13.68 7.51 22.78 7.88 4.02
平均以上(n=261) 8.54 6.38 27.30 14.31 9.44 23.26 7.24 3.51
合計(n=531) 5.50 6.66 21.22 16.32 13.96 20.08 14.25 32.00
平均以下(n=276) 5.55 6.65 21.47 15.76 14.04 20.86 14.12 30.21



























して、海外 4 カ国では職場生産性得点の平均以上/以下に関わらず、 「職場が主体となって決定する」
が 36%強あるが、日本では「平均以上」と「平均以下」ともに 20％弱となっている。正社員の人数の














  以上の結果から、海外 4 カ国では、正社員以外の社員（派遣労働者を含む）の人事権を職場が持つ
傾向が強く、日本は正社員、正社員以外の社員のいずれも人事部が持つ企業が多いものの、 「平均以






































































































































































  ここでは、従業員に自社の WLB 関連制度が職場に与えた影響についてたずねた設問を用いて、職
場生産性の高い職場における WLB 関連制度の利用者が出た際の職場対応を考察し、 WLB 実現のため
の要因を探る。 
  分析にあたっては、その比較のための指標を作る必要があることから、従業員調査を実施したイギ
リス、ドイツ、日本のそれぞれで「育児や介護のための休業制度」 、 「短時間勤務制度」 、 「フレックス
タイム制度」 、 「在宅勤務制度」の有無と、 「あり」の場合にその職場生産性への影響についてたずね
た設問を活用する。職場生産性への影響については、 「プラスの影響」 、 「マイナスの影響」 、 「影響は
ない」の 3 つから 1 つ選択してもらっており、 「プラスの影響」に 2 点、 「影響はない」に 1 点、 「マ
イナスの影響」 に 0 点を与え、 それぞれを足し上げて WLB の職場生産性得点を作成することとした。
さらに、その合計点の平均点を基準に「平均以上」と「平均以下」の 2 つに分け、両者を比較しなが
らその特徴を考察することとした。なお、3 カ国の WLB の職場生産性得点の平均値と各グループの
割合については、図表 9 のとおりである。 
  また、WLB 関連制度の利用者が出た場合の職場対応については、前述の 3 カ国を対象に実施した
従業員調査の、 「6 か月以上の長期休業者が出た場合」と「短時間勤務者が出た場合」に「既存の正規
社員の労働時間を調整する」 、 「既存の非正規社員の労働時間で調整する」 、 「他部門との間で正規社員
を異動して調整する」 、 「他部門との間で非正規社員を異動して調整する」 、 「正規社員数の増減で調整
する」 、 「非正規社員数の増減で調整する」 、 「臨時的な社員（派遣社員など）の増減で調整する」 、 「外
注業務で調整する」 、 「現在の人員を前提に業務量を見直す」 、 「現在の人員を前提に業務内容を見直す」 、
「特に何もしない」の 11 項目からあてはまるもの全て選択してもらう設問を使用することとした。 
 
図表 9   従業員調査に基づく WLB の職場生産性得点と 2 つのグループの割合 
 
    日本  イギリス  ドイツ 
    ｎ  ％  ｎ  ％  ｎ  ％ 
平均以下  4381  43.5 469 47.9 503 49.7 
平均以上  1430  14.2 510 52.1 509 50.3 
合計  5811 57.7  979 100.0  1012  100.0 
平均値  2.04 3.61 3.73 
 
  その結果については、図表 10  、11 のとおりである。 







得点別  長期 期休業者がで でた場合の職 職場対応 
  





得点別  短時 時間勤務者が がでた場合の の職場対応 
  
  14
  6 か月以上の長期休業者が出た場合をみると、日本の「平均以上」で最も多い対応方法は「既存の
正規社員の労働時間で調整」 （ 「平均以上」 ：50.8％、以下同様）であり、 「現在の人員を前提に業務内
容を見直す」 （34.0％） 、 「他部門との間で正規社員を異動して調整する」 （32.9％） 、 「現在の人員を前
提に業務量を見直す」 （27.2％）と続き、この順序や割合が「平均以下」のグループと差があまり大き
くないのが特徴的である。一方、イギリスの「平均以上」では、 「現在の人員を前提に業務量を見直
す」が 53.9％で最も多く、 「既存の正規社員の労働時間で調整」が 43.9％と続くほか、 「他部門との間
で正規社員を異動して調整する」 （34.1％） 、 「非正規社員数の増減で調整する」 （28.6％） 、 「他部門と
の間で正規社員を異動して調整する」と「正規社員数の増減で調整する」 （27.8％） 、 「現在の人員を前








前提に業務量を見直す」 （57.0％） 、 「既存の正規社員の労働時間で調整」 （49.7％）が多く、 「正規社員
数の増減で調整する」 （33.0％） 、 「現在の人員を前提に業務内容を見直す」 （32.2％） 、 「非正規社員数
の増減で調整する」 （29.5％） 、 「既存の非正規社員の労働時間で調整する」 （29.5％）がほぼ同程度と
なっている。 
  短時間勤務者が出た場合の対応についても、各国とも同様の傾向がみられる。日本の「平均以上」
では、 「既存の正規社員の労働時間で調整」 （53.8％） 、 「現在の人員を前提に業務内容を見直す」 （31.7％） 、
「現在の人員を前提に業務量を見直す」 （25.8％）と続く。イギリスでは、 「現在の人員を前提に業務
量を見直す」 （44.7％）が最も多く、 「既存の正規社員の労働時間で調整」 （30.6％）や「既存の非正規

























  まず、全従業員に占める正社員以外の社員の割合をみると、海外 4 カ国では「10％未満」が 6 割程
度、 「0％」が 2 割弱で全体的に正社員以外の社員を雇用している割合は小さい。一方、日本（全体）
は「10％未満」が 4 割となっているが、 総じて正社員以外の社員を雇用する割合は大きい（図表 12） 。 
  では、彼らは担当業務や処遇はどのようになっているのだろうか（図表 13、図表 14） 。 
 海 外 4 カ国は、 「平均以上」 「平均以下」ともに正社員と正社員以外の社員の担当業務を区別しない
とする割合が約半数を占める。また、正社員と同じ仕事をしている場合の時間当たりの賃金は、 「 「9
割以上」 （ 「 （正社員と）同じ」と「9 割程度」の合計）が 8 割前後となっている。一方、日本では正社
員と同じ仕事をしているケースやほぼ同じ仕事をしているケースをあわせると、正社員と同じ業務を
する正社員以外の社員がいる企業は 6 割以上となるが、彼ら（彼女ら）の時間当たりの賃金を「9 割
以上」とする割合は 2 割程度にとどまり、正社員との処遇格差が生じていることが分かる。 
  以上の結果から、 WLB の取組みが進む海外 4 カ国では、 同一労働同一賃金が進んでいるのに対し、
日本では、正社員と正社員以外の社員の処遇格差があることが明らかになり、先行研究の結果を確認
する結果となった。日本ではこれらの問題の是正が大きな課題となっているが、こうした人事システ
ムの見直しがわが国の WLB の実現に向けた鍵となる可能性がある。 
 





                                                  








5.7% 40.0% 25.7% 13.0% 15.5% 100.0%
249人以下（n=5621)
5.9% 29.2% 27.9% 16.2% 20.8% 100.0%
250-999人(n=2066)
5.4% 55.7% 26.0% 7.3% 5.5% 100.0%
1000人以上(n=603)
4.8% 86.7% 4.5% 2.8% 1.2% 100.0%
海外4カ国





図表 13  正社員と同じ仕事をしている正社員以外の社員の割合 
      正社員以外の社員の担当業務 
合計 























14.3% 21.7% 32.2% 20.5% 11.2%  100.0%
平均以上(n=342)  11.1% 17.0% 38.9% 20.2% 12.9%  100.0%
海外 4 カ国 
平均以下(n=219)  54.3% 18.3% 19.6%  4.6%  3.2%  100.0%
平均以上(n=224)  47.3% 17.0% 25.4%  6.3%  4.0%  100.0%
 
図表 14  正社員と同じ仕事をしている正社員以外の社員の時間当たりの賃金 
      正社員と同じ仕事をしている正社員以外の社員の時間当たりの賃金 
合計 9 割以上




11.4% 9.1% 33.0%  19.9%  22.2% 4.5%  100.0%  20.5%
平均以上
(n=222) 
9.0% 11.3%  34.2%  18.0%  20.7% 6.8%  100.0%  20.3%
海外 4 カ国 
平均以下
(n=202) 
65.3% 13.9%  8.9%  3.5%  1.0% 7.4%  100.0%  79.2%
平均以上
(n=201) 




３-１  変数の説明 
   
  以上、WLB 施策が職場生産性にプラスの影響があるとする企業や職場の人事管理の特徴を海外 4
カ国と日本を比較しながら概観してきたが、ここではその中で特徴的であった変数を用いて WLB が
効果的に機能する人事管理要因をプロビット分析で検証し、日本の課題を指摘する。 
  分析の手順としては、最初に海外 4 カ国と日本の企業調査データを用いて、WLB 施策が職場生産
性を高めている企業の人事管理を分析し、 両者で何が異なるかを明らかにする （以下、 分析 1 と記す） 。
そのうえで、日本の企業調査と従業員調査のマッチングデータを用いて、職場生産性が高い企業の人





 分 析 1 の被説明変数には 2-3 節で説明した職場生産性得点の平均点を基準に 2 つのグループに分け
たものを使用し、 「平均以上」を 1、それ以外を 0 とする変数を作成した。また、分析 2 については、
従業員調査にある設問で自分の職場は他の職場と比較して「仕事を効率的に行っている」 （以下、仕
事効率と記す） 、 「職場のメンバーの仕事に対する意欲は高い」 （以下、仕事意欲と記す） 、 「職場のメ
ンバーは職場に貢献しようとする意識が高い」 （以下、組織貢献意識と記す） 、 「個人の事情に応じて














6 項目を使用する。 一方、 管理職の給与と賞与については、 年齢、 個人の業績 （賞与のみ） 、 職務内容、




人数の増減、派遣労働者の人数の増減の 5 ケースに対し、 「職場が主体となって決定（人事部の意向
はほとんど反映しない） 」を 1、それ以外（ 「人事部が主体となって決定（職場の意向はほとんど反映






非正規社員が一部いる」 、 「正社員と同じ仕事をしている非正社員はいない」 、 「わからない（一概にい
えない） 」 ）を 0 とする変数を作成した。また、処遇については、正社員と同じ仕事をする非正社員が
いると回答した企業で正社員と同じ仕事をしている非正社員の時間当たりの賃金が正社員と比べて
「同じ（10 割） 」と「9 割程度」に回答したものを１、それ以外（ 「8 割程度」 、 「7 割程度」 、 「6 割程度」 、
「半分以下」 ）を 0 とする変数を作成した。 
  男女均等変数の女性管理職比率は、企業調査において正社員の男女の管理職数をたずねているもの
                                                  
14  脇坂（2002） 、川口（2002） （2008） 、松原（2008） 
15  インセンティブ・システム変数に該当する全ての項目をまとめてモデル式に投入したところ、モデルの当てはまり
を示す値が良くなかったため、個別に分析することとした。 






  また、分析 2 においては、さらに 2 項目を変数として追加した。一つは、WLB 関連制度の有無で
あり、従業員調査で「育児や介護のための休業制度」 、 「短時間勤務制度」 、 「フレックスタイム制度」 、
「在宅勤務制度」について勤め先にこれらの制度があるかをたずねた設問を用いて、 「ある」 を 1、 「な
い」を 0 とする変数を作成した。 








  コントロール変数としては業種、企業規模、女性正社員比率を用いている。 
  業種については、各業種の割合から製造業、卸売・小売業、その他の業種の 3 つに分け、それぞれ
のダミー変数を作成した。 
  企業規模は、250 人未満、250~999 人、1000 人以上の 3 つに分け、同じくそれぞれのダミー変数を
作成した。 
  女性正社員比率は、10%未満、10~20%未満、20~40%未満、40%以上の 4 つに分け、それぞれのダミ
ー変数を作成した。 
  なお、分析の際、業種は製造業、企業規模は 250 人未満、女性正社員比率は 10%未満が最も各カテ
ゴリーにおいて高い割合を占めていたため、それぞれの基準と位置付けている。 
 
３-２  推計結果 
 
①【分析 1】海外 4 カ国と日本の比較分析 
 
 図 表 15 が推計結果である。 





賞与で「組織の業績」と「仕事への取組み姿勢」がともに 10%水準でマイナスに有意となっている。  
人事権については、 「正社員の異動」が管理職の賞与のモデル式において 10%水準でプラスに有意
                                                  
17 「既存の正規社員の労働時間を調整する」 、 「既存の非正規社員の労働時間で調整する」 、 「他部門との間で正規社員
を異動して調整する」 、 「他部門との間で非正規社員を異動して調整する」 、 「正規社員数の増減で調整する」 、 「非正規
社員数の増減で調整する」 、 「臨時的な社員（派遣社員など）の増減で調整する」 、 「外注業務で調整する」 、 「現在の人






































































































































































































23、 「仕事意欲」 、 「組織貢献意識」にマイナ
スに有意、 「正社員数の増減で調整する」は「仕事効率」 、 「組織貢献意識」 、 「WLB 職場」でマイナス
に有意となった






  人事権の所在に関しては、 「非正社員の人数の増減」がほぼ全ての被説明変数に対してマイナスに






  最後に、正社員以外の社員の処遇についてであるが、 「正社員と同じ仕事をしている非正社員の時
間当たりの賃金（9 割以上）が「仕事効率」







員の WLB の実現に寄与しているといえよう。 
WLB 関連制度利用者が職場に出た場合の対応については、正社員以外の社員の増減でやり繰りす
                                                  
19有意であるのは、 「6 か月以上の長期休業者が出た場合」においてである。 
20有意であるのは、 「短時間勤務者が出た場合」においてである。 




24  「短時間勤務者が出た場合」においてである。 
25有意であるのは、 「6 か月以上の長期休業者が出た場合」においてである。 
26有意であるのは、 「6 か月以上の長期休業者が出た場合」においてである。 
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※有意水準：  ***p<0.001 , **p<0.05 , *p<0.1 
 
 
女性管理職比率 .005   .002   -.004   -.008   .004   .004   -.003   -.008  
育児や介護のための休業制度 -.134   .168   .227 * .091   -.119   .239 ** .220 * .078  
短時間勤務制度 .071   .138 * .041   -.055   .096   .152 ** .082   -.056  
フレックスタイム制度 -.016   .041   .031   .172 ** -.061   .056   .028   .185 **
[在宅勤務制度 -.096   .114   .183   -.098   -.098   .033   .102   -.117  
正社員と非正社員の担当業務（正社員と同じ） .006   -.008   -.029   -.051   .002   .007   -.019   -.055  
正社員と同じ仕事をしている非正社員の時間あた
りの賃金（9割以上）
.031   .037 * .043 ** .001   .035 * .041 * .046 ** -.002  
既存の正社員の労働時間で調整する -.023   -.063   -.130 * .016   -.171 ** -.095   -.103   -.062  
既存の非正規社員の労働時間で調整する -.309 ** -.142   .087   .181   -.079   .030   .169   .241 *
他部門との間で正社員を異動して調整する -.045   -.049   .076   -.040   -.074   .162   -.040   .110  
他部門との間で非正規社員を異動して調整する -.240 * -.278 * -.158   -.216   -.584 ** -.373 * -.448 * -.328  
正社員数の増減で調整する -.040   .149   -.123   .045   -.470 ** -.306   -.394 * -.698 ***
非正規社員数の増減で調整する .380 *** .286 ** .272 ** .151   .345 ** .149   .141   .195  
臨時的な社員の増減で調整する .059   .107   .013   .155 * .089   -.081   -.159   -.011  
外注業務で調整する .031   .304 * .215   .101   .286   .347   .132   .136  
現在の人員を前提に業務量を見直す .034   .044   .005   .127   .019   -.052   -.020   .062  
現在の人員を前提に業務内容を見直す .054   .052   -.027   -.111   .026   .012   .064   .078  
特に何もしない -.549 *** -.432 ** -.307 * -.161   -.289 ** -.170 * -.109   -.094  
正社員の異動 -.319 ** .058   -.134   -.246 * -.232 * .036   -.123   -.201  
正社員の人数の増減 .238   -.042   .222   .091   .131   -.027   .211   .048  
非正規社員の異動 .118   .060   -.003   .081   .114   .085   .058   .050  
非正規社員の人数の増減 -.360 *** -.202 * -.199 * -.304 ** -.306 ** -.137   -.199 * -.236 *
派遣労働者の人数の増減 .190   .118   .159   .153   .147   .024   .086   .111  
一般社員の給与_年齢 -.003 * .002   .001   .000   -.003 * .002   .001   .000  
一般社員の給与_勤続年数 .000   .001   -.003   .002   .000   .001   -.002   .002  
一般社員の給与_個人業績 .001   .000   -.001   -.001   .002   .000   -.001   .000  
一般社員の給与_職務内容 -.008 ** -.003   -.006 * .002   -.007 ** -.002   -.006 * .001  
一般社員の給与_個人の仕事への取組み姿勢 -.007 * -.009 ** -.005 * -.004   -.007 ** -.010 *** -.006 * -.006 *
定数項 .206   -.706 ** -.935 *** -.199   .304   -.838 ** -.886 ** -.060  
ｎ 1004 1004 1003 1004 1004 1004 1003 1004
prob>chi2 .202 .268 .249 .206 .197 .194 .208 .183
女性管理職比率 .005   .003   -.005   -.007   .005   .004   -.004   -.007  
育児や介護のための休業制度 -.127   .155   .227 * .111   -.107   .233 ** .226 * .091  
短時間勤務制度 .061   .121 * .034   -.074   .091   .152 ** .090   -.059  
フレックスタイム制度 .010   .055   .035   .190 ** -.052   .066   .015   .179 **
[在宅勤務制度 -.084   .132   .187   -.122   -.109   .023   .088   -.111  
正社員と非正社員の担当業務（正社員と同じ） -.001   -.013   -.035   -.048   -.003   -.005   -.029   -.055  
正社員と同じ仕事をしている非正社員の時間あた
りの賃金（9割以上）
.030   .042 * .041 * .003   .032   .045 ** .044 ** -.004  
既存の正社員の労働時間で調整する -.018   -.026   -.132 * .022   -.168 ** -.119   -.100   -.047  
既存の非正規社員の労働時間で調整する -.329 ** -.169   .079   .174   -.074   .020   .160   .208 *
他部門との間で正社員を異動して調整する -.041   -.013   .056   -.061   -.117   .146   -.074   .087  
他部門との間で非正規社員を異動して調整する -.235   -.282 * -.166   -.228   -.552 ** -.368 * -.409 * -.313  
正社員数の増減で調整する -.051   .178   -.145   .046   -.425 * -.301   -.382 * -.645 ***
非正規社員数の増減で調整する .364 *** .285 ** .270 ** .140   .307 * .145   .139   .191  
臨時的な社員の増減で調整する .057   .089   .011   .159 * .124   -.059   -.146   .012  
外注業務で調整する .020   .316 * .217   .122   .297   .333   .135   .163  
現在の人員を前提に業務量を見直す .039   .014   .013   .137   .018   -.059   -.021   .065  
現在の人員を前提に業務内容を見直す .061   .087   -.007   -.125   .017   .021   .093   .063  
特に何もしない -.538 *** -.421 ** -.298 * -.154   -.297 ** -.175 * -.110   -.105  
正社員の異動 -.336 ** .023   -.125   -.230 * -.232 * .010   -.138   -.191  
正社員の人数の増減 .233   -.062   .169   -.014   .092   -.065   .177   -.010  
非正規社員の異動 .117   -.013   -.030   .073   .105   .082   .056   .033  
非正規社員の人数の増減 -.334 ** -.163   -.181   -.257 ** -.269 ** -.132   -.191 * -.205 *
派遣労働者の人数の増減 .145   .112   .176   .127   .092   .027   .105   .103  
一般社員の賞与_年齢 -.005 ** .000   -.002   -.002   -.006 ** .000   -.001   -.002  
一般社員の賞与_個人業績 .000   -.002   -.002   .000   .000   -.002   -.002   .000  
一般社員の賞与_職務内容 -.004   .003   -.001   .006 * -.003   .003   -.001   .006 *
一般社員の賞与_組織の業績 .001   -.001   .000   -.001   .000   -.002   .000   -.001  
一般社員の賞与_個人の仕事への取組姿勢 -.009 *** -.009 *** -.005 * -.002   -.009 *** -.010 *** -.006 ** -.003  
定数項 .172   -.694 ** -.926 *** -.231   .317   -.772 ** -.880 ** -.052  
ｎ 1004 1004 1003 1004 1004 1004 1003 1004
















  最後に、本稿で明らかにしてきた内容を総括すると同時に、日本企業における WLB 推進に向けた
今後の人事管理に対する検討課題を指摘したい。 
  まず、第一に、日本企業のインセンティブ・システムは、給与や賞与に占める年齢の比重および賞
























ける WLB の推進には、まさにこういった取組みが不可欠であると考える。 








WLB の取組みが進む海外 4 カ国でも必ずしも正社員とそれ以外の社員の処遇格差が無いとは言えな 
  25
い
29が、 正社員の WLB 実現と並行して正社員以外の社員の人事管理の在り方についても検討していく
必要があり、こうした人事システムの構築が社会全体の WLB の実現に向けた鍵となると考える。 
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※有意水準：  ***p<0.001 , **p<0.05 , *p<0.1 
女性管理職比率 .005   .004   -.005   -.008   .005   .005   -.004   -.008  
育児や介護のための休業制度 -.106   .099   .194 * .088   -.085   .266 ** .211 * .036  
短時間勤務制度 .052   .095   -.025   -.073   .032   .084   -.008   -.040  
フレックスタイム制度 -.032   .047   .042   .152 * -.047   .085   .033   .185 **
[在宅勤務制度 -.086   .051   .080   -.073   -.118   .055   .064   -.168  
正社員と非正社員の担当業務（正社員と同じ） -.003   -.033   -.034   -.059 * -.013   .003   -.028   -.057  
正社員と同じ仕事をしている非正社員の時間あた
りの賃金（9割以上）
.025   .022   .031   -.004   .021   .030   .032   -.001  
既存の正社員の労働時間で調整する -.054   -.088   -.158 ** -.005   -.151 * -.109   -.088   -.032  
既存の非正規社員の労働時間で調整する -.291 ** -.102   .108   .191   -.094   .031   .102   .114  
他部門との間で正社員を異動して調整する -.045   -.020   .116   -.060   -.096   .119   -.127   .118  
他部門との間で非正規社員を異動して調整する -.300 * -.296 * -.283 * -.202   -.424 * -.252   -.286   -.077  
正社員数の増減で調整する -.101   .125   -.132   .036   -.337 * -.274   -.332   -.545 **
非正規社員数の増減で調整する .359 *** .281 ** .299 ** .119   .481 *** .303 * .268 * .204  
臨時的な社員の増減で調整する .092   .162 * .030   .158 * .056   -.124   -.217 * .021  
外注業務で調整する .097   .407 ** .347 ** .080   .211   .255   .084   .111  
現在の人員を前提に業務量を見直す .063   .044   .050   .109   -.001   -.099   -.055   .034  
現在の人員を前提に業務内容を見直す .025   .009   -.048   -.125   .081   .049   .123   .123  
特に何もしない -.597 *** -.517 *** -.396 ** -.184   -.325 *** -.197 * -.109   -.113  
正社員の異動 -.179   .000   -.062   -.140   -.200   .063   -.183   -.173  
正社員の人数の増減 .058   -.007   .033   -.043   .111   -.060   .240   .024  
非正規社員の異動 .094   .131   .018   .023   .130   .170 * .091   .085  
非正規社員の人数の増減 -.396 *** -.249 ** -.228 * -.260 ** -.415 *** -.195 * -.329 ** -.315 **
派遣労働者の人数の増減 .255 ** .126   .199 * .191   .231 * .020   .206 * .136  
管理職の給与_年齢 -.006 *** .000   -.003   -.002   -.007 *** .000   -.003 * -.002  
管理職の給与_個人業績 -.004   .001   .002   .002   -.004 * .000   .001   .002  
管理職の給与_個人の仕事への取組み姿勢 -.008 * -.005   -.005   -.005   -.007 * -.007 * -.005   -.005  
定数項 .250   -.381   -.722 ** -.083   .400   -.769 ** -.742 ** -.015  
ｎ 1004 1004 1003 1004 1004 1004 1003 1004







女性管理職比率 .005   .003   -.005   -.007   .005   .004   -.004   -.007  
育児や介護のための休業制度 -.122   .166   .219 * .095   -.086   .244 ** .229 * .082  
短時間勤務制度 .045   .125 * .015   -.073   .075   .152 ** .062   -.055  
フレックスタイム制度 .000   .030   .028   .174 ** -.061   .059   .036   .191 **
[在宅勤務制度 -.089   .130   .191   -.093   -.112   .031   .087   -.113  
正社員と非正社員の担当業務（正社員と同じ） .000   -.010   -.030   -.054   -.010   .006   -.017   -.052  
正社員と同じ仕事をしている非正社員の時間あた
りの賃金（9割以上）
.028   .037 * .037 * -.002   .027   .043 * .042 * -.003  
既存の正社員の労働時間で調整する -.006   -.036   -.133 * .004   -.163 ** -.105   -.093   -.064  
既存の非正規社員の労働時間で調整する -.341 ** -.155   .083   .187   -.091   -.012   .148   .208 *
他部門との間で正社員を異動して調整する -.032   -.024   .078   -.059   -.088   .187   -.062   .104  
他部門との間で非正規社員を異動して調整する -.245 * -.291 * -.167   -.211   -.558 ** -.351 * -.414 * -.307  
正社員数の増減で調整する -.062   .140   -.140   .051   -.420 * -.281   -.364 * -.684 ***
非正規社員数の増減で調整する .386 *** .277 ** .279 ** .137   .351 ** .143   .124   .202  
臨時的な社員の増減で調整する .069   .089   .018   .168 * .143   -.035   -.111   .002  
外注業務で調整する .025   .341 ** .206   .109   .272   .329   .126   .194  
現在の人員を前提に業務量を見直す .036   .066   .018   .115   .016   -.060   -.029   .060  
現在の人員を前提に業務内容を見直す .064   .104   -.001   -.123   .039   .037   .089   .075  
特に何もしない -.579 *** -.443 *** -.313 ** -.194   -.324 *** -.186 * -.117   -.093  
正社員の異動 -.290 * .024   -.096   -.231 * -.204   .003   -.118   -.228 *
正社員の人数の増減 .191   -.065   .118   .004   .093   -.069   .130   .002  
非正規社員の異動 .091   .024   -.068   .076   .102   .101   .026   .074  
非正規社員の人数の増減 -.335 ** -.190   -.158   -.292 ** -.290 ** -.131   -.166   -.238 *
派遣労働者の人数の増減 .174   .118   .177   .191   .116   .023   .097   .122  
管理職の賞与_年齢 -.010 *** -.003   -.006 ** -.003   -.010 *** -.003   -.005 ** -.002  
管理職の賞与_個人業績 -.003   -.003 * -.002   -.001   -.002   -.003 * -.002   -.002  
管理職の賞与_個人業績 -.001   .005   .004   .001   -.001   .005 * .004   .001  
管理職の賞与_組織業績 -.002   -.003 * -.001   .001   -.002   -.003 * -.001   .001  
管理職の賞与_個人の仕事への取組み姿勢 -.005   -.004   -.003   .002   -.006 * -.004   -.004   .001  
定数項 .210   -.702 ** -.910 *** -.168   .331   -.837 ** -.911 *** -.065  
ｎ 1004 1004 1003 1004 1004 1004 1003 1004




意識 WLB職場 仕事効率 仕事意欲
組織貢献
意識 WLB職場
6か月以上の長期休業者が出た場合 短時間勤務者が出た場合
仕事効率 仕事意欲
組織貢献意
識 WLB職場